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論 文 内 容 の 要 旨
　中国では1990年代以降の急速な都市化と共に都市開発や交通網整備が進行し、かつて中国の政治 ･ 経済 ･
文化の中心であった歴史的都市の歴史的資産・環境が消失する問題が起きてきた。こうした中国の状況を踏
まえ、かつての高度成長期に同様の問題に直面し、その後、歴史的資産・環境の保全を意図した政策・制度
を徐々に整備してきた日本の経験に学びながら、現在および今後の中国の都市政策へと応用を図ろうという
のが本論文の問題意識である。本論文のテーマは、日本と中国における歴史的資産・環境の保存・保全を意
図した政策・制度の変遷、その運用面での実態を調べ、両国の比較研究を通じて、現代中国の歴史的資産・
環境の保全・活用と都市開発の間の対立する構造を解く政策的な示唆を得ることにある。
　本論文の本文は６つの章から構成され、まず序章で本研究の背景および問題関心、そして研究目的が説明
され、「歴史的環境」という言葉の定義に関する議論を紹介すると同時に、本論文でこの用語を用いる理由
と言葉の定義が行われる。続く第１章では、歴史的資産・環境の保全に関連した先行研究のサーベイが行わ
れ、本論文の研究目的との関連性が指摘される。これまで歴史的都市の建造物や街並みの保存・保全をテー
マに、専門分野を越えて多くの視点から行われてきた日本と中国の先行研究を検討・評価し、いくつかのテー
マごとに体系的な整理を行い、両国の歴史的環境保全をめぐる政策・制度との関連性が探られる。
　第２章では、日本と中国の歴史的環境保全に関する政策・法制度について、その整理と検討がなされる。
両国ともに文化財を保護する法制度を起点に、歴史的建造物の保存・保全、そして景観や街並みの保存・保
全へと、点から面の政策へと展開してきている点が、両国の①法制度の誕生から現在までの推移、②現在の
法制度の特徴、③現在の政府・行政による政策実施体制、④国から地方（政府）や個人への財政補助制度と
いう４つの観点から、詳しい検討がなされる。そこから、日本と中国の間の土地所有権に関する根本的な制
度の相違を前提とした上でも、それぞれの経済成長の過程と並行する形で、文化財から建造物へ、そして景
観・街並みへ、点から面へと保存・保全政策の対象が拡大されてきた共通の流れが確認される。また政策を
実施している政府・行政の縦割り構造という点でも、両国には共通した特徴あるいは問題があることが指摘
される。
　第３章では、日本の歴史的な建造物や景観・街並みの保存・保全を意図した法制度の代表として、「重要
伝統的建造物群保存地区（重伝建地区）」制度に焦点を当て、その実態と課題を調べることを目的に、自治
体（市町村）へのアンケート調査とヒアリング調査を中心とした実証研究が試みられる。重伝建地区制度は
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文化財保護法の対象範囲が拡大されてくる中で、1975年に同法改正によって導入されて以降、最も活用され
てきた制度と言える。まず予備的調査として、重伝建地区を持つ自治体へのヒアリング調査を行い、同地区
内においても高齢化、建造物の後継者不足、空き家の増加、観光や地域振興との連携の難しさ、といった問
題・課題が進行している実態が把握される。その内容を踏まえて、全国98の重伝建地区を抱える市町村の担
当部局に、郵送によるアンケート調査が実施される。回答結果から多岐にわたる量的・質的な情報が得られ、
詳述はできないが、重伝建地区制度が歴史的建造物の保存に一定の効果をもたらしてきた事実が示される一
方で、同制度を活用した修理・修景の進展よりも高齢化や空き家増加のスピードの方が速い実態が明らかに
される。また、対策の中心にある補助金制度の財政的な問題、補助金の弾力的な配分方法の限界、並行して
行われている建造物の活用や空き家対策にも課題があることが明らかにされる。
　第４章では、中国の歴史的都市において都市開発と歴史的環境保全が葛藤する事例として、河南省開封市
徐府街を対象としたケーススタディが行われる。中国の歴史的都市の建造物や都市空間が消失の危機にある
ことへの懸念が本論文の問題意識にあることは先述したが、その事例として、北宋時代に都があり、現在は
国家歴史文化名城の指定を受けている開封市の都市開発と歴史街区保全をめぐる問題に焦点が当てられる。
開封市では歴史文化名城制度によって５つの保護地区指定を受けてきたが、そのうちの一つである徐府街保
護区がその取り消しをされるという事態が発生した。その事実に着目し、なぜそのような取り消しが行われ
たのかという疑問解明を意図して、開封市政府や地域住民へのヒアリング調査と文献調査を重ねて、原因究
明が試みられる。また、こうした現象を説明する実証仮説として、中国政府による政策決定を説明する際に
使われている「政府行為仮説」を適用し、その検証とこの問題の構図が説明される。
　終章では、日本と中国の歴史的環境保全の政策・制度を比較し、両国の事例研究を交えた本論文全体が要
約される。それを踏まえて、現在および今後の中国における歴史的環境保全政策・制度の展開に向けて、政
策的な示唆を得ることを目指している。中国における街並み（歴史文化街区）の面的な保全に関する現在唯
一の制度と言える（国家）歴史文化名城制度は、制度の対象範囲を広げすぎており、効果を上げていないこ
とが指摘される。その原因として、都市開発とそれに伴う経済利益を優先する政府行為の問題も指摘される。
都市開発と歴史的環境保全を両立しうる面的な保全制度の早急な整備が主張される。日本では、点的保存か
ら面的保全へと政策・制度が拡充される中で、街中の小さな範囲をも対象としうる重伝建地区制度が活用さ
れてきた点に注目し、中国においての同制度を参考にした類似の制度の導入可能性が検討される。同時に、
現行の（国家）歴史文化名城制度についても、その保全の規制・範囲、都市計画法との関係、助成および補
償措置をより厳しい内容へと改正する必要性が指摘される。
　本論文では、日本・中国ともに政策・制度を実施する段階で縦割り行政の弊害があることが問題とされる。
現在の日本では計画策定段階から住民参加の手法が取り入れられ、多くの自治体では住民の意見を聴くこと
が条例として制定されている。今後の中国においても、歴史的環境を保全する制度の展開や現行の歴史文化
名城制度を運用するに際して、住民参加の方式が取り入れられていく可能性と期待に言及して本論文を閉じ
ている。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本論文が焦点を当てる河南省開封市は、中国歴史上の城壁都市として有名であり、かつての北宋時代には
都も置かれていた。呂茜氏は、その開封市で幼少期を送った経験があり、自分の故郷の歴史的な文化財や建
造物が、経済成長著しいここ20 ～ 30年ほどの間に、都市開発の裏側で破壊され消失してきた状況に心を痛
めてきたことが、本論文を執筆するに際しての動機である。日本に留学し、方々の歴史的な建造物や街並み
を探訪する中で、都市開発や地域振興と歴史的建造物や景観の保全とを両立させる方法があるのではないか
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と考えるようになった。かつての高度成長期の日本でも保全よりも成長や開発が優先された時代があったこ
と、その後、開発と保全を両立させる街づくりとその制度づくりに思案してきた歴史・経験から、現在の中
国の状況を打開するヒントが見つかるのではないか、ということが本論文に至るまでの呂氏の問題関心であ
り、研究目的につながってきた。
　かくして、呂氏は本論文において、まず歴史的な文化財や建造物や街並みを総称する「歴史的環境」とい
う表現にこだわり、その定義を行っている。その上で、日本と中国における歴史的環境の保存・保全に関わ
る先行研究、政策・法制度の比較研究、具体的な事例や問題対象を絞ったヒアリング調査やアンケート調査
を積み上げてきた。これらの研究を複合的・総合的に組み合わせることで、日本と中国の歴史的環境保全政
策の共通点と相違点、成果と課題を明らかにし、中国の歴史的都市において進行している経済利益優先の都
市開発と歴史的環境保全とを両立させうる政策・制度への接近を図ることを最終目的としている。
　まず第１に、日本と中国の歴史的な都市のまちづくりに関する先行研究が広くサーベイされる。日本では
重要伝統的建造物群保存地区を対象とした研究が多く、中国では（国家）歴史文化名城制度に関する研究が
比較的多い。それらを中心に建造物の修理・修景の様子、街並み・景観としての保存の状態、計画の策定方
法や住民参加の実態、観光振興への効果や生活環境との折り合いについての研究が整理される。さらにこの
中で一つ、日本・中国ともに見られる「両側町」という都市形態に着目する。両側町は開発と保全の折り合
いという点だけでなく、地域コミュニティの存続という点からも興味深い都市概念であると位置付けられる。
　第２に、日本と中国の歴史的環境保全に関わる法制度の変遷と現在の政策体系が整理される。日本では文
化財保護法の制定に至る歴史と、その後は同法を拡大する形での展開、その中での重要伝統的建造物群保存
地区制度の登場、そして近年の歴史まちづくり法への流れが整理される。また中国でも、日本の文化財保護
法に相当する文物保護法を中心に展開されてきた過程が整理され、近年の（国家）歴史文化名城制度までの
流れが整理される。両国の推移にはもちろん時間的なずれはあるが、それでも保存の対象が建造物等の点か
ら街並み・景観といった面へと展開している点、そして制度の実施体制において行政の縦割り構造が問題に
なってきた点等、共通点が指摘される。
　第３に、日本の歴史的環境保全に関する実証研究として、重要伝統的建造物群保存地区を抱える市町村を
対象にヒアリング調査とアンケート調査が実施され、同制度の建造物・街並み保存効果の実態と問題・課題
の抽出が意図される。興味深い発見の一つとして、同制度が補助金制度を通じて建造物の修理・修景に一定
の効果をもたらしてきたことが示されると同時に、地区全体の修理・修景を終えるまでに50年ほどの長期間
を要する可能性と、建造物所有者の高齢化や空き家増加の方が速く進行している実態が明らかにされる。人
口減少と空き家問題は歴史的街並みの保全に限らず、日本全体の深刻な課題となっている。この問題がまさ
に日本の歴史的環境保全の重要課題でもあり、それに対する空き家バンク等の対策の検証とその改善が緊急
を要している。
　第４に、中国の歴史的環境保全に関する実証研究として、国家歴史文化名城に指定されている開封市徐府
街保護区を対象にしたケーススタディが行われる。この地区は当初保護区に指定されていたものの、都市開
発との関係で保護区指定を外される実態に至った。この興味深い事実に焦点を当て、そのような変更が行わ
れた原因を、中国の（地方）政府の政策決定を説明する「政府行為仮説」を踏まえ、実証研究を行っている。
開封市の担当部局、現地開発事務所、現地学者、当該地区の住民へのヒアリング調査を行い、併せて資料や
先行文献を検討し、開発優先が開封市の公益になるという政府行為の存在が検証される。中国における現時
点での歴史的環境保全制度（国家歴史文化名城制度）の限界を明らかにするケーススタディとなっている。
　そして最後に、日本と中国の制度比較、実証研究を踏まえた両国の制度の特徴を明らかにし、成果と課題
の整理が行われ、中国の歴史的環境保全と都市開発・観光振興を両立させるための政策含意が探られる。日
本と中国の間には、計画の策定段階やその後の実施段階における住民参加の手立て、また住民意見を反映さ
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せる方策において未だ大きな乖離がある。しかし呂氏は、中国においても一部で現れ始めている住民参加の
動きが、今後は進んでいくであろうと予想し、そこに問題解決の糸口を期待している。また地方官僚が経済
的な成果のみで評価されている現行の政治行政体制や風潮が変わることで、政府行為が歴史的環境保全の優
先に作用する可能性にも期待を寄せる。
　以上、全体を通し、本論文は、日本と中国の歴史的環境保全をめぐる比較制度研究として、文献研究と実
証研究を丹念に積み上げ、現在の政策・法制度の体系と実施体制、そして問題・課題を整理し、いくつか興
味深い事実発見を行っている点で高く評価される。ただし、審査の過程では、いくつか問題点や限界も指摘
されている。最大の問題点は、比較制度研究を踏まえた中国の政策・制度への示唆を得るということである
が、両国間では土地所有制度に根本的な違いがあり、また比較する経済成長の段階も異なっていることであ
る。日本の政策・制度の事例から、単純に現在の中国の実態への応用という訳にはいかないだろう。両国間
には、経済成長の段階や法制度の導入という点で、30年ほどの時間的な差があるように思われる。現在の中
国の課題が単なるその時間的な差によるものなのか、時間軸を揃えても超えられない差が存在するのか。そ
して日本の政策や事例に学べる点があるのかどうかということである。土地所有制度と時間軸の違いを今一
度整理し、両国の比較と相互に学べる部分を整理することが望まれる。
　また論文全体の構成に関する問題として、前半で行った先行研究のサーベイが、最後の部分の政策含意に
活かされていない点も指摘されている。とくに、両側町を一つの町並み保全モデルとして、終章で活かすこ
とができたのではないか。重伝建地区にしても、開封市の徐府街にしても、その地区内には両側町の要素を
含んでいる。「点」の保存から「面」的な保全へという政策・制度の展開は指摘されているが、実態としては、
点から面への中間に両側町あるいはワイドストリートという「線」的な保全を考えることができるのではな
いか。
　以上の２つの点からも、第４章の開封市保護区のケーススタディと終章の政策提言部分には、論文として
未完成の感があり、今後の課題として内容のさらなる発展が望まれる。いずれにせよ、中国では都市政策と
いう視点自体が、政策においても研究においてもまだ少ないようである。日本でも都市計画や建築を専門と
する研究がこの分野では多数を占めている。そうした中で、呂茜氏のこれまでの研究の集大成である本論文
は、未熟な点が残されてはいるものの、新たな研究視点とアプローチから重要な整理と知見の提供を行って
いることに、2017年１月21日に実施した口頭試問において確認することができた。その結果、呂茜氏の論文
は博士学位（総合政策）を授与するに値するものと評価したことをここに報告する。
